
   
 

   
 

仕様書 

 件名 

東京都立大学(南大沢キャンパス及び日野キャンパス)におけるローカル 5G 環境整備（工事） 

 

 目的 

東京都立大学（以下、「本学」という。）は、東京都（以下、「都」という。）が公表した

「TOKYO Data Highway の実現プロジェクト」においてスマート東京先行実施エリアに位置づけ

られており、更に「新生・東京都立大学プロジェクト」においては、「Society5.0 の実現に向け

5G 環境を活用した先端研究を進めるとともに、研究成果を活かし、大学発ベンチャーやスタート

アップの支援を推進」する旨を掲示されているところである。 

 「スマート東京」の実現には、5G をはじめとする高速モバイルネットワークを整備するととも

に、AI 等の先端技術を活用した課題解決に取り組むことが重要であることから、本学にローカル

5G 環境を整備し、5G環境を活用した研究・実証実験等を促進していく。 

 本契約では、将来的な拡張を想定しながらも、南大沢キャンパス、日野キャンパスの各研究分

野の特性に合わせ、利用可能な環境を広く整備することを目的としている。 

 

 履行期間 

契約締結の翌日から令和 3 年 3 月 31 日まで 

 

 履行場所 

本学が指定する場所 

 

 受託要件 

本契約に関わるプロジェクトメンバーが以下の条件を満たしていること。 

 プロジェクト責任者：官公庁・地方自治体等で 5年以上のネットワーク設計・構築・

運用の実績を有する者を配置すること。 



   
 

   
 

 プロジェクトリーダー： 5 年以上のネットワーク設計・構築・運用の実績を有する者

を配置すること。 

 プロジェクトメンバー： 以下の資格を有する者を配置すること。 

・設備設計一級建築士 

・一級電気通信工事施工管理技士 

・電気通信主任技術者 

・電波法施行令第 3 条に規定される必要となる無線従事者 

 納入機器及び数量 

本契約で構築するローカル 5G ネットワークに必要となるコアネットワーク、無線NW 機器(基

地局)、5G デバイス等について、「11(4). 整備対象エリア候補」に示すエリア要件等を満たす数

量を納入すること。 

 

 支払い方法 

業務全ての「完了届」の提出を受け履行確認が完了し、適正な請求を受けた日から起算して 60 

日以内に支払うものとする。 

 

 通則 

(1). 受託者は、本業務を実施するにあたり、契約締結後、速やかに本学担当者及び本学担当

者が指定する者等（以下、「本学担当者等」という。）と詳細に協議を行い、取組体制

表及び作業スケジュールを記載した業務計画書を作成の上、本学担当者の承認を受け

て、業務を進めるものとする。 

(2). 取組体制表には、本業務の従事者及びその役割を記載し、提出すること。また、業務を

履行する上での統括責任者のほか、必要な担当従事者を配置すること。 

(3). 業務計画書は、契約期間中の取組内容、作業工程、スケジュール等が分かるように作成

すること。また、業務計画書を変更する必要があるときは、本学担当者等の承認を得た

上で変更し、変更後の業務計画書を速やかに作成・提出すること。 



   
 

   
 

(4). 受託者は、契約締結後、本学が提供する関係資料や本学担当者等との随時協議を行い、

本業務の趣旨及び目的等について十分理解をした上で業務を進めること。協議は、原則

として本学が指定した場所において行うこと。 

(5). 本業務のために必要となる関係官公庁等への諸届に関する手続きは、受託者が迅速に処

理すること。 

(6). 本業務を履行するにあたって本学が貸与するデータ・資料等（以下、「資料等」とい

う。）については、以下のとおり取り扱うこと。 

 本学が保有する資料のうち、本業務に必要と認められるものは、受託者に無償でこれ

を貸与する。 

 資料等を複写または転写する必要が生じた場合は、事前に本学担当者等の承認を得る

こと。また、それらは業務完了後、裁断するなど他に漏洩することのないよう適切に

処分すること。 

 資料等については、受託者は万全の注意をもって保管することとし、業務完了後、貸

与品を速やかに本学に返還すること。 

(7). 本仕様書の解釈について疑義が生じた場合等、不明な事項は、その都度本学担当者等と

協議の上、決定する。 

(8). 契約金額には、本業務の履行に必要となる一切の経費を含むものとする。 

(9). 本学は、受託者に対しての業務の実施状況等について報告を受け、または説明を求める

等の措置ができるものとする。 

 

 業務内容 

受託者は、契約書、本仕様書及び関係法令に基づいて、業務を行うこと。 

後述するローカル 5G 要件に従い、ローカル 5G環境整備のために必要な設計・構築(工事)・試

験・免許手続き支援・運用保守の業務を行うこと。 

 本契約業務の遂行に当たっては本仕様書に加え、別紙「電子情報処理委託に係る特記仕様書」

及び「電子情報処理委託に係る（標準）特記仕様書チェックシート」を遵守すること。 

(1). スケジュールと作業概要 



   
 

   
 

 想定スケジュール 

以下に本作業の想定スケジュールを示す。 

詳細スケジュールは契約締結後速やかに作成し、本学担当者等と協議の上定めること

とする。 

図 1. 想定スケジュール 

 
※令和 3年 4月からの運用委託は別途の契約となる。 

 設計・構築・試験 

契約締結の翌日から令和 3 年 3 月１９日まで 

受託者はローカル５G 環境の NW・設備に係る設計・構築・試験を行うこと。 

 

 回線敷設・配管・配線工事、機器設置 

契約締結の翌日から令和 3 年 3 月１９日まで 

受託者はローカル５G の構成によって必要となる回線を設計・選定・敷設を行うこ

と。 

また、必要な本学内の配管・配線作業を行い、エリアカバーが可能な基地局を設置す

ること。 

 

 免許申請手続きに係る支援 

契約締結の翌日から令和 3 年 3 月３１日まで 

受託者は本学がローカル 5G を整備するために必要な申請手続き(無線局や自営等

BWA 開設等)を包括的に支援すること。 

既に制度化されている 28GHzは 10 月上旬の申請及び 12 月上旬の交付、制度化が見



   
 

   
 

込まれる周波数帯域は 12 月下旬の申請及び 2月中旬の交付を目安とする。 

 

 運用保守 

 令和 3年 1月 4 日から令和 3年 3 月３１日まで 

受託者は、構築したローカル５G 環境の運用保守業務を実施すること。 

 

 議事録等の作成 

本学担当者等との打合せ・協議を行う際には、協議事項を事前に連絡することとす

る。終了後は議事録を作成・提出し、本学担当者等の承認を得ること。 

打合せ等において生じた検討課題については、議事録とは別に、課題管理表にまとめ

て作成・提出した上、課題の解決を実施し、本学担当者等の承認を得ること。なお、

打合せについては、進捗確認のため、週 1 回程度の打合せをスケジュールに盛り込む

こと。 

 

(2). 関連する調達案件 

受託者は以下に記載する調達案件への対応も考慮し、本業務を実施すること。 

 電波暗室の設置 

令和 2 年度の施策として、本学は日野キャンパスにおいて、電波暗室の設置を検討し

ている。必要に応じて、基地局等の機器設置において、電波暗室設置業者等との調整

を行うこと。 

 

 来年度以降の運用保守 

本契約により整備したローカル 5G環境は、概ね 5 年間運用されることを想定し、令

和 3 年度以降の運用保守を見据えた運用体制を準備すること。 

 

 キャンパス内工事等 



   
 

   
 

本契約の履行期間中に、キャンパス内の別工事も予定されていることから、工事期間

や場所等に制約が発生する可能性があるため、本学担当者等と調整の上、他の工事予

定を加味して本契約の機器の設置等を行うこと。 

表 1. キャンパス内工事予定(一部) 

工事件名 工事場所 工事期間 

東京都立大学(南大沢キャンパ

ス)1,2号館、講堂受変電設備改修

工事(R元・2) 

南大沢キャンパス 1,2号

館、講堂 

令和 3年 2 月中旬まで 

東京都立大学(南大沢キャンパス)

図書館・国際交流会館ほか受変電

設備改修工事(R2・3) 

南大沢キャンパス図書館、

学生ホール、国際交流会

館、体育館、13 号館、多目

的広場、学生寮 他 

令和 3 年度まで 

東京都立大学(南大沢キャンパ

ス)1,7号館ほか昇降機設備改修工

事(R 元・2) 

南大沢キャンパス 1,7号

館、学生ホール 他 

令和 3年 3 月下旬まで 

東京都立大学(日野キャンパス)2 号

館昇降機設備改修工事(R2) 

日野キャンパス 2 号館 令和 3年 3 月下旬まで 

 

 

(3). プロジェクト体制等 

 本契約の履行に当たっては、全体の指揮・管理・統括を行うプロジェクト責任者を配

置し、進捗管理、問題解決等の窓口を一本化すること。 

 プロジェクト実施体制図及び連絡体制図を作成し、契約締結後速やかに本学へ提出す

ること。 

 設置工事等に従事する作業員は十分な経験と技能を有するものとし、必要な人員を配

置し、管理及び責任体制を明確にすること。 

 

 



   
 

   
 

 工程管理 

各種管理要領を用いて本案件の工程管理を実施すること。 

各工程は提出された工程成果物(詳細は別表「14(3).想定成果物」のとおり)を本学の担当者が承認

することで完了するものとする。 

 

管理要領として想定しているものは以下のとおり。 

・スケジュール(進捗)管理 

・文書管理 

・コミュニケーション管理 

・体制管理 

・品質管理 

・リスク管理 

・課題管理 

・システム構成管理 

・変更管理 

・トレーサビリティマトリクス 

・情報セキュリティ対策 等 

 

 ローカル 5Gネットワークに係る要件 

本契約は５G の特徴である「高速・大容量化」、「超多数端末接続」、「超低遅延・超高信頼

性」を具備するローカル 5G ネットワークを本学に導入するため、本契約で研究・実験等に活用

する最先端の技術仕様を具備したローカル 5G ネットワークを構築し、将来的な拡張にも備える

意図がある。 

 なお、ローカル 5G ネットワークは本学既存の学内ネットワークに影響を及ぼさないため、別

ネットワークとして構築する。 

 

(1). 周波数帯域等 

4.5GHz 帯及び 28GHz 帯の周波数を利用し、年度内の電波発出が必要となる。 

一方で、28.2-28.3GHz以外の周波数帯域は令和 2 年末に制度化予定のため、実験局等での

運用開始も想定すること。 



   
 

   
 

・28GHz 帯は NSA 構成で実現することから、自営等 BWA 等を構築・活用すること。 

・4.5GHz 帯は NSA・SA 構成を問わない。 

・研究室は両周波数帯域、共有スペースは 4.5GHz でカバレッジを確保する、等の設置ポ

リシーを本学担当者等と協議の上、定めること。 

以下にローカル 5G 構成イメージを示すが、あくまで取りうる構成案のひとつであり、

実装にあたっては本調達の中で最適な構成を本学担当者等と協議の上、確定すること。 

図 2. ローカル 5G 構成イメージ(例) 

 
 

(2). 利用用途 

ローカル 5G 環境は主として、南大沢・日野キャンパスにおいて研究用途で利用され

る。 

 個別の研究・実証実験等のテーマは、令和 2年度に 3 件、令和 3 年度に 4 件採択される

予定であるため、構築タイミングでは広く利用でき、追加の無線局、デバイス等を収容で

きる拡張性が求められる。 



   
 

   
 

 研究テーマは、令和 2年度に基礎的な研究が 2件程度、応用的な研究が 1 件程度採択さ

れ、令和 3 年度に基礎的な研究が 3 件程度、応用的な研究が１件程度採択される。 

 基礎的な研究では、5G をはじめとする高速・大容量の移動通信システムや IoT技術等

に関して、ネットワークレイヤーだけでなく、ハードやソフトなどを含めたレイヤー全

体、或いは個別レイヤーに対する技術的な課題等への取組が想定される。 

 応用的な研究では、「Society5.0」実現に向けた実証研究が主となるため、5G 技術をア

プリケーションレイヤーとして利用した社会課題等への取組が想定される。 

 令和２年度は 11 月頃に研究テーマが採択されるため、当該研究のための無線局の設置

箇所は 11 月頃に確定する。研究に要するサーバ等の機器は本契約の範囲ではないもの

の、ローカル 5G環境が提供する接続インターフェースは本契約の期間の中で調整・確定

の上、提供すること。 

 

(3). 拡張性・柔軟性 

本ネットワークは、研究テーマが採択されてから 5 年間利用することとなるが、今後標

準化が進む 5G ネットワークの技術要素、研究テーマからのネットワークに対する要求、

SINET6等の関連ネットワーク、あるいは今後整備されると思われるキャリア 5G からの

スライスでローカル 5Gを利用する等の柔軟性が求められるため、これに対応可能なロー

カル 5G ネットワーク構成を提案すること。 

 特に、5G ネットワークの技術要素は 3GPPのリリース 16、リリース 17 が控えている

ことから必要に応じて適用可能な構成とすること。 

 現時点で想定している 5G 機能(例)は以下のとおり。 

 ・キャリアアグリゲーション 

 ・ネットワークスライシング 

 ・グラントフリー  

 ・基地局を介さない端末間通信 

 ・マルチホップ通信 等 

 

また、本契約による環境整備においては、本ローカル 5G ネットワークはインターネッ

トに接続しない構成とするが、将来的にインターネットへの接続を可能とすることを考慮

した構成とすること。 

 



   
 

   
 

(4). 整備対象エリア候補 

ローカル 5G ネットワークのカバーするエリア候補を以下に示す。 

整備対象エリア及び基地局の設置個所については契約締結後速やかに現地調査の上、担当

と協議の上確定すること。 

 ただし、令和２年度の研究テーマが 11 月頃に確定することから、これに係る整備エリ

アは研究テーマ確定後にカバーエリアに追加すること。研究テーマは令和２年度に合計３

件程度、令和３年度に合計 4 件程度採択されるが、基地局設置に係る機器の納入は本契約

により一括で行うこととする。 

 

 南大沢キャンパス 

南大沢キャンパスの整備対象エリア候補一覧を示す。南大沢キャンパスに設置する

機器は本学が有するサーバ室に 2ラック程度を上限に設置すること。 

図 3. 南大沢キャンパス整備対象エリア候補 

 
 



   
 

   
 

表 2. 南大沢キャンパス整備対象エリア候補一覧 

 

 

 日野キャンパス 

日野キャンパスの整備対象エリア候補、一覧を示す。 

日野キャンパスに設置する機器は本学が有するサーバ室に 2 ラック程度を上限に設置

すること。 

図 4. 日野キャンパス整備対象エリア候補 

 
 



   
 

   
 

表 3. 日野キャンパス整備対象エリア候補一覧 

 
 

(5). ５G デバイスに係る要件 

本学に構築するローカル 5G ネットワークで利用可能なデバイス(モバイルルータ等)を、

研究テーマごとに 10台ずつ、共用を想定するものを 20台、合計 90 台程度納入すること。

SIM もデバイスと同数とすること。研究テーマは令和２年度に合計３件程度、令和３年度に

合計４件程度採択されるが、デバイスの納入は本契約により一括で行うこととする。 

 デバイスは 28GHz、4.8GHzそれぞれの周波数帯域に対応するものを用意すること。両周

波数に対応するものでも良い。 

 また、具体的なデバイスの種類や用途ごとの台数は本学担当者等と研究テーマ等に最適な

デバイス種類を協議の上、確定・納入すること。 

 

 設計・構築・試験に係る要件 

(1). 設計・構築 

基本設計では、本契約の要件を最終確認後、具体的なネットワークサービスや機器を決

定した上で、論理構成、物理構成等を記述すること。 

 基本設計においては、設備・基地局、通信(IPアドレス、ルーティング等)、回線構成、

セキュリティ、性能、信頼性、拡張性、運用に係る設計を行うこと。 

また、本学に最適なローカル 5G ネットワークを導入するにあたり必要な回線品目の設

計・選定を行うこと。将来的なトラフィックの増加にも耐えられるよう増速等にも対応可

能な品目を選定すること。 

 既存ネットワークと別で構築するネットワークであるため、ローカル 5G ネットワーク



   
 

   
 

用の無停電電源装置(以下、「UPS」という。)を設置すること。サーバーのシャットダウ

ンタイムとして 10 分間のバックアップUPS を想定しているが、設計の結果を以て最適な

UPS を選定し、本学担当者の承認を得て設置すること。 

 構成するソフトウェア、ハードウェアは十分な拡張性・柔軟性を有すること。 

 セキュリティ設計においては、ローカル 5G 特有、特有でないネットワーク上の脅威を

洗い出し、想定されるリスクに対応すること。 

 利用者やデータの増加等に対応できるようスケーラブルな構成とすること。 

 加入者管理等のローカル 5G 特有の機能を具備しながら、必要な認証、通信制御等の機

能設計を行い、対応する規格は標準化されたものを選定すること。 

 詳細設計では、基本設計を基に当該ネットワークで運用される各機器等の主要な設定項

目について、設定内容とともにその方針や理由を記述すること。 

 詳細設計においては、各機器・OS・ミドルウェア・ソフトウェア等の設定値や監視等の

しきい値(パラメータ)を設計すること。 

 構築においては、設計した内容を適切な開発手法を用いて構築すること。 

 

(2). 試験 

機能・非機能ともに網羅的な試験項目を作成の上、試験工程を踏まえ効率的な試験計画

を策定すること。試験計画には体制と役割、作業スケジュール、環境、ツール、合否判定

基準を明記し、試験計画書として提出すること。 

 試験はネットワークの導通試験を含め、試験項目を本学の担当者が承認した後に実施す

ること。 

 単体・結合・総合試験は受託者が実施するものとし、利用者観点の試験を受入試験とし

て本学担当者等同席のもと行うものとする。 

 受入試験が完了した後、運用を開始すること。 

 なお、運用開始前にはセキュリティ試験を実施し、発見された脆弱性等に対応が完了し

ていること。 

 本契約では令和 3 年 1月から一部運用を開始することから、構築・リリースする一部対

象に対して先行して試験を実施し、全ての開発・構築が完了した後、既存箇所の故障(デグ

レード)等にも留意して残分の機能をテストすること。 

また、テストの結果をテスト結果報告書としてまとめ、本学担当者等の承認を得ること。 

 



   
 

   
 

(3). 回線敷設・配管・配線工事、機器設置の留意事項 

受託者は、次に示す基準等に基づき設計業務を実施するものとし、これ以外の基準等を

適用する場合は、あらかじめ本学担当者の承諾を得なければならない。なお、次に示す基

準等は本学担当者に貸与を受けること。 

 共通（建築・電気設備・機械設備） 

・公共建築物整備の基本指針（財務局） 

・東京都建設リサイクルガイドライン 

・施工条件明示の手引き（財務局） 

 建築 

・東京都建築工事標準仕様書 

・構造設計指針・同解説（財務局） 

 電気設備 

・ 東京都電気設備工事標準仕様書 

・ デジタルテレビ放送受信障害対策処理要領（財務局） 

 機械設備 

・東京都機械設備工事標準仕様書 

 作業に係る留意事項 

・工事では、着手時に「工事着手届」を提出し、完了時に「工事完了届」を提出する

こと。 

・定期的に打合せを行い、打合せ記録簿（議事録）の作成を行うこと。 

・保守管理資料の作成を行い、取扱説明を行うこと。 

・施工図、竣工図の作成を行うこと。 

・工事上影響する可能性がある什器や設備については、塵埃等が直接降り注ぐ事の無

いよう什器の移動・養生を行い、工事完了後に必要に応じて現状に復旧すること。 

・官公庁との協議、届出、作業依頼、作業立会（書類の作成を含む）及び手数料は本

工事の受注範囲内とする。 

・石綿含有建材の撤去が発生する場合は調査の上、本学担当者と協議を行い、適切に

処分すること。 



   
 

   
 

・車両の走行にあたっては、キャンパス内では徐行運転（時速 10 ㎞以下）とし、安

全に細心の注意をはらうこと。又、車両が通行できる部分はアスファルト部分のみで

あり、インターロッキング部分及び植栽・緑地等の入場は禁止する。 

・清潔感のある服装を心掛け、公共施設に相応しい身だしなみを整え、風紀を乱す行

為、騒音（私語）や異臭（喫煙を含む）、施設内への塵芥の持ち込み等が発生しない

よう対策を講じること。また、施設利用者（近隣住民を含む）への挨拶を心掛け、現

場印象の向上に努めること。 

・本工事の従事者（受託者及び協力業者等）は業務上知りえた情報（現場敷地内の写

真、発注図書、既存図面等）をＳＮＳ等に公開することを固く禁止する。 

・本構内（現場事務所内を含む）での喫煙を固く禁止する。 

・本工事は学校運営と平行して行う工事である。学校運営に支障がないよう施工を行

う。また、施工中に共用部以外の部屋に入室する場合は、技術者とは別に管理者を任

命して、動産の盗難（部屋扉の解施錠を含む。）及び動産の破損を確実に防止する対

策を実施すること。 

・学生、教職員及び近隣住民の安全を確保した上で施工すること。 

・授業期間中の騒音振動が伴う工事については、施工時期・時間の制限があるため本

学担当者等と調整して行うこと。 

・学校運営と平行して行う工事であるため、内容によっては土・日・祝日・年末年

始・夜間等の工事になる場合がある。 

・施工工程の打合せは、学校側でも調整を行うが、受託者側でも調整を行うこと。ま

た、最新の学年歴等に合わせ、直ちに工事工程表を作成し承諾を得ること。 

・搬出入経路や資材等を設置する箇所には養生すること。また、機器、機材等の搬入

に伴う什器及び重量車両の場内走行は、場所により養生（仮設敷き鉄板等）及び誘導

員の配置を適切に行うこと。 

・新設するケーブルの始端及び終端には線名札の取付けを行うこと。 

・受託者は件名・施工年月・受託者銘板を作成し、設備に取付けること。 

 

 設置に係る条件 

 本学が有するサーバ室等に機器等を設置する際、電源・空調・設置スペース及び重

量等の物理的な制約がある。これら、それぞれの場所に対して試算されている条件を

必要に応じて設置する機器を含めて試算し、条件に当てはまることを確認の上、設置

を行うこと。条件に当てはまらない場合(電源不足等)は、本学担当者等と協議の上必



   
 

   
 

要な対応を行うこと。 

 また、設置する機器は両キャンパスでそれぞれ本学が有するサーバ室に 2 ラック程

度に収まる範囲とするが、ラック図の設計結果を本学担当者等の承認のもと設置を行

うものとする。当該ラックは新規ラックを用意するものとし、既存ラックとの共用は

不可とする。 

 他の既存設備、配線、電線、ケーブルや運用体制に支障を来たすことのないように空

きスペースを使って敷設すること。また、空きスペースがない場合には、本学担当者等

と協議の上、既存設備等に支障を来たさない形で敷設すること。 

 

(4). 免許申請手続きに係る支援 

本学を免許人としたローカル 5G の導入に必要となるローカル 5G及び自営等 BWA 等

の無線局免許の申請手続きを支援すること。既に制度化されている 28.2-28.3GHz 帯のみ

ならず、令和 2年度に制度化見込みである周波数拡大も含めて支援すること。 

手続きに必要な申請書一式の作成を行う他、必要に応じた他の無線事業者との調整等を

含め、包括的な支援を実施すること。 

 制度化の遅れが発生した場合にも、令和３年度も継続してローカル 5Gネットワークが

活用できるよう、令和２年度に実施可能な手続きを実施すること。 

 

 運用・保守 

(1). 保守運用体制 

受託者は、保守運用時の体制図を作成し、提出すること。 

保守運用体制の中に、電波法施行令第 3 条に規定される必要となる無線従事者が参画して

いること。 

(2). 保守運用項目 

ローカル５G ネットワークで想定される保守運用項目を示す。 

また、保守運用項目は令和 3 年度も提供できることが求められる。 

 



   
 

   
 

表 ４保守運用項目(想定) 

 

 

・サービスオーダーは、本学の研究者等の新たなデバイスの接続について、SIM を提供

し、必要に応じてローカル 5G ネットワークの設定変更、及び接続サポートを行うこと。 

また、必要に応じて基地局の電波発射範囲やコアネットワークのパラメータの変更を行

うこと。 

・導入に係る支援として、保守運用が開始するまでの期間、必要に応じて開始後も含

め、設計の役務で作成した利用者マニュアル等を用い、ローカル５G ネットワークの利用

者向けに機能や利用方法の説明会を実施すること。 

 

(3). 保守及び障害対応における留意事項 

 保守対象機器は、本契約において構築するローカル 5G ネットワークのコア設備及び

無線機器、5G デバイス、並びに消耗品、付属品、ケーブル等も含む全てとする。な

お、本学の負担において機器が移設された場合も、保守対象機器に含むこととする。 

 連絡対応・問合せ窓口の設置、運用支援及び保守対応により生じる機器及び部品の交

換、修理、再設定、代替機搬送等、保守に係る費用は受託者の負担とする。 



   
 

   
 

 保守及び障害対応により生じる機器の交換、修理、再設定、代替機搬送等、保守及び

障害対応に係る費用は受託者の負担とする。 

 ローカル 5G 環境は、リモートメンテナンスによるコア設備及び無線機器の状態確認

等の軽微な変更対応が可能であること。また、オンサイト対応によるコア設備及び無

線機器等の状態確認が可能であること。 

 本契約期間中は、付属品、ソフトウェア等を含む保守部品の供給及び調達を保証し、

ローカル 5G 環境が安全かつ安定して稼働する状態を保つこと。 

 本契約の機器の構築作業開始から運用保守の開始日前日までに機器に故障を生じた場

合も、保守を実施すること。 

 保守及び障害対応は、原則、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する

日並びに 12月 29日から翌年 1月 3日までを除く、9 時から 18 時までのオフサイト

対応とすること。ただし、上記時間以外でも本学担当者が必要と判断した場合は、本

学担当者等と協議のうえ、適切に対応すること。 

 ローカル 5G 環境の稼働後、必要に応じて本学に常駐し、保守及び本学からの問合せ

対応を行うこと。なお、常駐場所において使用する機器については受託者が用意する

こと。オンサイトでサポートする期間、体制等は本学担当者等と協議を行うこと。 

 本契約において構築するローカル 5G 環境のコア設備及び無線機器、5Gデバイス等

に異常や磨耗を検知した場合は、原因となる箇所の交換を含む必要な措置を講じ、正

常な動作を保てることを確認すること。 

 本契約において構築するローカル 5G 環境のコア設備及び無線機器、5Gデバイス等

に対し、情報セキュリティにおける脆弱性が発覚した場合は、パッチ情報を含む対策

手順等を本学担当者等へ情報提供すること。また、本学担当者等とパッチ等の適用可

否を協議の上、必要かつ適用可能と判断された場合は対応すること。なお、適用する

ことにより、ネットワーク環境又は操作方法等に変更が生じる場合は、完成図書の該

当部分を変更した上で納品すること。 

 保守対応完了後は、作業日時、作業者、対応機器名、対応内容、その他必要な項目を

本学へ報告することとし、報告媒体については本学担当者等と協議すること。 



   
 

   
 

 本契約において構築するローカル 5G 環境のコア設備及び無線機器、5Gデバイス等

に障害が発生し、当日 18 時までに受け付けた場合においては障害対応依頼の翌営業

日までに対応することとし、当日 18 時以降においては、翌営業日受付けとする。 

 本契約において構築するローカル 5G 環境のコア設備及び無線機器、5Gデバイス等

に障害が発生した場合は、障害分析の着手から 2時間以内に障害箇所の特定、原因の

除去、障害予防措置等を講じ、障害を復旧させること。なお、部品交換も含めた復旧

作業を行うこととし、ファームウェアを有する機器はファームウェアも対象とするこ

と。 

 本契約において構築するローカル 5G 環境のコア設備及び無線機器、5Gデバイス等

の障害復旧に障害分析の着手から 2 時間を超えると見込まれる場合は、代替機を設置

して稼動確認を行い、障害発生翌営業日 8 時までに復旧させること。 

 本契約において構築するローカル 5G 環境のコア設備及び無線機器、5Gデバイス等

に障害が発生した場合は、必要に応じてログ等の解析を行うこと。 

 本契約において構築するローカル 5G 環境のコア設備及び無線機器、5Gデバイス等

の障害原因調査は、コア設備、学内集約装置、各建物の無線機器、5G デバイスま

で、一貫した調査を行って対応すること。 

 障害対応後は、障害発生日時、事象、障害対応機器名、障害原因、復旧日時、作業

者、対応内容、その他必要な項目を本学へ報告することとし、報告媒体については本

学担当者等と協議すること。なお、恒久対応までに時間を要する場合は、対応方針等

について本学担当者等と十分協議すること。 

 本学の責に帰さざる障害についての対応は、受託者の負担とする。 

 

(4). 運用報告 

本学担当者等に対し、月次で運用状況及び設定状況並びにセキュリティや不具合に関す

る情報を提供すること。当該月間に障害等が発生した場合は再発防止策等を含めた障害

報告を含めること。 

 

(5). 改版等 



   
 

   
 

 本契約において構築するローカル 5G 環境のコア設備に係るソフトウェアの改版又は

修正プログラム等が公開された場合は受託者において調査の上、本学担当者等と適用

可否を協議し、本学の承認を得た上でインストール作業を行なうこと。なお、適用す

ることにより、ネットワーク環境又は操作方法等に変更が生じる場合は、完成図書の

該当部分を変更して納品すること。 

 改版に応じて利用環境又は操作方法が変更され、運用マニュアル等に変更が必要とな

った場合は、速やかに運用マニュアル等の資料を改訂すること。 

 

(6). 定期メンテナンス 

 本契約において構築するローカル 5G 環境のコア設備及び無線機器に対し、毎年 1回

は総点検を行うこと。 

 総点検作業としては、本契約において構築するローカル 5G環境の各機器の各機能に

おける正常稼働を保つための動作点検及び機器調整並びに清掃を行うこと。 

 総点検は原則、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する日並びに 12

月 29 日から翌年 1月 3日までを除く、9 時から 18 時までのオンサイト対応とするこ

と。電気設備法定点検に伴う絶縁抵抗測定対策と併せて行うことも可とするが、日程

については本学担当者等と十分協議すること。 

 総点検中又は総点検の結果、本契約において構築するローカル 5G環境のコア設備及

び無線機器、機器の部品並びにソフトウェアに異常や磨耗を検知、又は故障等の兆候

が見られる場合は受託者の負担により、原因となる箇所の部品交換を含む予防措置を

講じ、正常な動作を保てることを確認すること。 

 総点検後は、点検日時、点検作業者名、点検対象機器名、点検内容、その他必要な項

目を本学へ報告することとし、報告媒体については本学担当者等と協議すること。 

 

 成果物の納品 

(1). 受託者は、提出タイミングに応じて、次に定める成果物を提出すること。ドキュメント

は工程の各段階でレビューを受け、納品時に検収を行うこと。 



   
 

   
 

(2). 受託者は、成果物の作成に当たっては、体裁、配置、表示方法及び内容などについて、

本学と十分に調整すること。 

(3). 想定成果物 

想定する成果物を以下に示す。 

表 5. 想定成果物一覧 

分類 成果物 主な記載内容 数

量 

電子 

デー

タ 

提出タイミ

ング 

主な参照箇所 

着手／

完了届 

着手届 － １

部 

○ 契約締結後

速やかに 

－ 

完了届 － １

部 

○ 検収完了後

速やかに 

7 

工事着手届 － １

部 

○ 契約締結後

速やかに 

12(3) 

工事完了届 － １

部 

○ 検収完了後

速やかに 

12(3) 

計画 業務実施計

画書 

業務概要 

プロジェクト実施体制及

び技術者届 

連絡体制図 

作業スケジュール 

工事工程表 等 

４

部 

○ 契約締結後

速やかに 

8(1) 

8(3) 

設計・

開発 

基本設計書 － ４

部 

○ 工程の完了

時 

12(1) 

詳細設計書 － ４

部 

○ 工程の完了

時 

12(1) 

パラメータ

設定書 

－ ４

部 

○ 工程の完了

時 

12(1) 



   
 

   
 

設備設計書 図面目録 

特記仕様書 

案内図 

全体配置図（平面図） 

屋外設備配線図（平面

図） 

施工図・竣工図 

機器仕様書 

機器姿図 

系統図、システムブロッ

ク図 

構内配線図（通信・情報

設備空配管図） 

機器配置図（平面図） 

ラック図 

機器設置場所一覧表（卓

上電話機等の固定設置し

ない機器がある場合） 

工事写真その他計画通知

申請に必要な図面 等 

(図面の縮尺は建築図に

準ずること) 

４

部 

○ 工程の完了

時 

12(3) 

免許 免許手続き

申請に係る

申請書類 

－ 一

式 

○ 随時 12(4) 

試験 試験計画書 試験実施要領 

試験体制 

試験環境 

作業スケジュール 

試験項目 

合否判定基準 等 

４

部 

○ 随時 12(2) 



   
 

   
 

試験結果報

告書 

試験フェーズごとの試験

結果報告 

障害管理台帳 

障害分析結果 

４

部 

○ 随時 12(2) 

保守・

運用 

運用保守計

画書 

運用･保守要領 

作業体制 

スケジュール 

運用保守形態・環境(オ

ンサイト、リモート等) 

運用保守業務フロー 

定期メンテナンス項目 

監視項目 

サービスレベル合意書

（SLA） 

サービスレベル管理計画

書 等 

４

部 

○ 運用開始前

までに 

12(1)13 

運用マニュ

アル 

利用者用 

管理者用  

４

部 

○ 運用開始前

までに 

12(1)13 

運用報告書 運用状況 

インシデント状況 

稼動実績 

保守・点検状況 

SLA 遵守状況 

保守対応完了報告 

障害対応報告 等 

４

部 

○ 運用開始後

月次 

13(3)13(4)13(5) 

総点検報告 媒体は別途協議 ４

部 

○ 随時 13(6) 

15 

16 

故障防止措

置報告 

媒体は別途協議 ４

部 

○ 随時 16 



   
 

   
 

工事完

了報告

書 

工事完了報

告書 

設計概要 

業務結果内容 

工事工程表（実施を朱書

き） 

納品書 等 

４

部 

○ 履行完了時 12(3) 

ローカ

ル 5G

環境 

コア設備 － 一

式 

－ 検収前まで

に設置 

－ 

無線機器 － － － 検収前まで

に設置 

－ 

5G デバイ

ス 

－ － － 検収前まで

に設置 

－ 

回線 － － － 検収前まで

に設置 

－ 

ネットワー

ク機器 

－ － － 検収前まで

に設置 

－ 

※電子データについては、本学のOA 環境である Microsoft Office 2010 に対応して作成するこ

と。また、電子データには保護をかけないこと。 

 

 電気設備法定点検に伴う絶縁抵抗測定対策 

電気事業法に基づき、本学の南大沢キャンパスにおいては毎年 12 月から 3 月にかけて最低 4 回

程度の電気設備法定点検を実施している。電気設備法定点検に伴って実施される絶縁抵抗測定の

高電圧から機器を保護するため、故障防止措置が必要である。 

また、日野キャンパスにおいても最低年 1 回程度の計画停電が発生するため、同様に対応するこ

と。 

(1). 故障防止措置の作業は、本学の電気設備法定点検スケジュールに則ることとし、土曜

日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する日に実施される場合であっても、オ

ンサイト対応とすること。なお、対応時間は本学担当者等と協議の上、適切に対応する

こと。 



   
 

   
 

(2). 本契約において納入するネットワーク機器に対する故障防止措置として、絶縁抵抗測定

実施前に各機器直近のブレーカー遮断を行うこと。また、絶縁抵抗測定実施後は、各機

器直近のブレーカー接続を行い、ネットワーク機器を復旧させること。 

(3). ネットワーク機器の復旧作業完了後は本学へ作業報告することとし、報告項目及び報告

媒体については本学担当者等と協議すること。 

 

 受変電設備改修工事等に伴う停電対応 

電気設備法定点検以外に、本学の都合により実施される電気工事等によって停電が生じる場合

がある。 

(1). 本契約において納入するネットワーク機器に対して故障防止措置等が必要な場合は、本

学から提示する工事スケジュールに則り、本学担当者等と協議のうえ、適切に対応する

こと。 

(2). 故障防止措置等の作業内容については、本学担当者等と協議すること。 

(3). 故障防止措置等を講じた場合は、作業完了後に本学へ作業報告することとし、報告項目

及び報告媒体については本学担当者等と協議すること。 

 

 再委託の取扱い 

(1). 受託者は、本業務の全部または主要な部分を一括して第三者に委託してはならない。た

だし、あらかじめ、本学の承諾を得たときはこの限りではない。 

(2). 本仕様書に定める事項については、受託者と同様に、再委託先においても遵守するもの

とし、受託者は再委託先がこれを遵守することに関して、一切の責任を負う。 

 

 個人情報の保護 

(1). 受託者は、本業務の履行にあたり、本学の保有する個人情報の取扱いについては、別紙

「東京都公立大学法人 個人情報取扱標準特記仕様書」を遵守すること。 



   
 

   
 

(2). 受託者は、本業務の履行に関連する受託者独自の個人情報の取扱いについては、「東京

都公立大学法人 個人情報取扱標準特記仕様書」の規定に準じて、個人情報の漏えい、

滅失及びき損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければ

ならない。 

 

 成果物の帰属関係 

(1). 本業務の履行により受託者が作成し、本学に納入した作成物の所有権・著作権(著作権法

第 27 条及び第 28条の権利を含む)は、本学に帰属するものとする。受託者は、著作者人

格権の行使をしないこと。 

(2). 作成等に当たり、第三者の著作権等の権利に抵触した場合は、受託者の責任と費用をも

って適正に処理すること。 

(3). 作成物とは、受託者が本学との協議の上に作成する一切の著作物等をいう。 

 

 環境により良い自動車利用 

本契約の履行に当たっては、次の事項を遵守すること。 

(1). 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例(平成 12 年東京都条例第 215 号)第 37 条

のディーゼル車規制に適合する自動車であること。 

(2). 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関

する特別措置法（平成４年法律第 70 号）の対策地域内で登録可能な自動車であること。

なお、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証明書等の提示

又は写の提出を求められた場合には、速やかに提示し、又は提出すること。 

 

 その他 

(1). 本事業を円滑に推進するため、事業の実施方針や進め方等について、本学と十分に調整

を図るとともに、本学から申し出があった場合には、速やかに本業務の進捗状況を報告

すること。 



   
 

   
 

(2). 本仕様書の記載内容で、疑義が生じた事項については、その都度、本学及び受託者の双

方協議により定めるものとする。 

(3). 本契約の履行にあたって必要な一切の経費については、本契約金額に含む。 

 

 担当部署 

東京都公立大学法人 東京都立大学管理部 学長室庶務係５G 環境整備担当 

東京都八王子市南大沢 1－1 東京都立大学南大沢キャンパス 

 



電子情報処理委託に係る特記仕様書 

委託者から電子情報処理の委託を受けた受託者は、契約書及び仕様書等に定めのない事項について、

この特記仕様書に定める事項に従って契約を履行しなければならない。 

１ 情報セキュリティポリシーを踏まえた業務の履行 

受託者は、東京都公立大学法人情報セキュリティ基本方針の趣旨を踏まえ、以下の事項を遵守し

なければならない。 

２ 業務の推進体制 

(1) 受託者は、契約締結後直ちに委託業務を履行できる体制を整えるとともに、当該業務に関す

る責任者、作業体制、連絡体制及び作業場所についての記載並びにこの特記仕様書を遵守し業

務を推進する旨の誓約を書面にし、委託者に提出すること。 

(2) (1)の事項に変更が生じた場合、受託者は速やかに変更内容を委託者に提出すること。

３ 業務従事者への遵守事項の周知 

(1) 受託者は、この契約の履行に関する遵守事項について、委託業務の従事者全員に対し十分に

説明し周知徹底を図ること。 

(2) 受託者は、(1）の実施状況を委託者に報告すること。

４ 秘密の保持 

受託者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。この契約終了後も同様

とする。 

５ 目的外使用の禁止 

受託者は、この契約の履行に必要な委託業務の内容を他の用途に使用してはならない。また、こ

の契約の履行により知り得た内容を第三者に提供してはならない。 

６ 複写及び複製の禁止 

受託者は、この契約に基づく業務を処理するため、委託者が貸与する原票、資料、その他貸与品

等及びこれらに含まれる情報（以下「委託者からの貸与品等」という。）を、委託者の承諾なくし

て複写及び複製をしてはならない。 

７ 作業場所以外への持出禁止 

受託者は、委託者が指示又は承認する場合を除き、委託者からの貸与品等（複写及び複製したも

のを含む。）について、２(1)における作業場所以外へ持ち出してはならない。 

８ 情報の保管及び管理 

受託者は、委託業務に係る情報の保管及び管理に万全を期するため、委託業務の実施に当たって

以下の事項を遵守しなければならない。 

(1) 全般事項

ア 契約履行過程

(ｱ) 以下の事項について安全管理上必要な措置を講じること。

チェックシート選択版



ａ  委託業務を処理する施設等の入退室管理 

ｂ  委託者からの貸与品等の使用及び保管管理 

ｃ  仕様書等で指定する物件（以下「契約目的物」という。）、契約目的物の仕掛品及び契

約履行過程で発生した成果物（出力帳票及び電磁的記録物等）の作成、使用及び保管管理 

ｄ  その他、仕様書等で指定したもの 

(ｲ) 委託者から(ｱ)の内容を確認するため、委託業務の安全管理体制に係る資料の提出を求め

られた場合は直ちに提出すること。 

イ 契約履行完了時

(ｱ) 委託者からの貸与品等を、契約履行完了後速やかに委託者に返還すること。

(ｲ) 契約目的物の作成のために、委託業務に係る情報を記録した一切の媒体（紙及び電磁的記

録媒体等一切の有形物）（以下「記録媒体」という。）については、契約履行完了後に記録

媒体上に含まれる当該委託業務に係る全ての情報を復元できないよう消去すること。 

(ｳ) (ｲ)の消去結果について、記録媒体ごとに、消去した情報項目、数量、消去方法及び消去

日等を明示した書面で委託者に報告すること。 

(ｴ) この特記仕様書の事項を遵守した旨を書面で報告すること。また、再委託を行った場合は

再委託先における状況も同様に報告すること。 

ウ 契約解除時

イの規定の「契約履行完了」を「契約解除」に読み替え、規定の全てに従うこと。

エ 事故発生時

契約目的物の納入前に契約目的物の仕掛品、契約履行過程で発生した成果物及び委託者から

の貸与品等の紛失、滅失及び毀損等の事故が生じたときには、その事故の発生場所及び発生状

況等を詳細に記載した書面をもって、遅滞なく委託者に報告し、委託者の指示に従うこと。 

(2) 個人情報及び機密情報の取扱いに係る事項

委託者からの貸与品等及び契約目的物に記載された個人情報は、全て委託者の保有個人情報で

ある（以下「個人情報」という。）。また、委託者が機密を要する旨を指定して提示した情報及

び委託者からの貸与品等に含まれる情報は、全て委託者の機密情報である（以下「機密情報」と

いう。）。ただし、委託者からの貸与品等に含まれる情報のうち、既に公知の情報、委託者から

受託者に提示した後に受託者の責めによらないで公知となった情報、及び委託者と受託者による

事前の合意がある情報は、機密情報に含まれないものとする。 

個人情報及び機密情報の取扱いについて、受託者は、以下の事項を遵守しなければならない。 

ア 個人情報及び機密情報に係る記録媒体を、施錠できる保管庫又は施錠及び入退室管理の可能

な保管室に格納する等適正に管理すること。 

イ アの個人情報及び機密情報の管理に当たっては、管理責任者を定めるとともに、台帳等を設

け個人情報及び機密情報の管理状況を記録すること。 

ウ 委託者から要求があった場合又は契約履行完了時には、イの管理記録を委託者に提出し報告

すること。 

エ 個人情報及び機密情報の運搬には盗難、紛失、漏えい等の事故を防ぐ十分な対策を講じるこ

と。 

オ (1)イ(ｲ)において、個人情報及び機密情報に係る部分については、あらかじめ消去すべき情

報項目、数量、消去方法及び消去予定日等を書面により委託者に申し出て、委託者の承諾を得

るとともに、委託者の立会いのもとで消去を行うこと。 

カ (1)エの事故が、個人情報及び機密情報の漏えい、滅失、毀損等に該当する場合は、漏えい、

滅失、毀損した個人情報及び機密情報の項目、内容、数量、事故の発生場所及び発生状況等を

詳細に記載した書面をもって、遅滞なく委託者に報告し、委託者の指示に従うこと。 

キ カの事故が発生した場合、受託者は二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、委

託者に可能な限り情報を提供すること。 



ク (1)エの事故が発生した場合、委託者は必要に応じて受託者の名称を含む当該事故に係る必

要な事項の公表を行うことができる。 

ケ 委託業務の従事者に対し、個人情報及び機密情報の取扱いについて必要な教育及び研修を実

施すること。なお、教育及び研修の計画及び実施状況を書面にて委託者に提出すること。 

コ その他、東京都個人情報の保護に関する条例（平成2年東京都条例第113号）に従って、本委

託業務に係る個人情報を適切に扱うこと。 

 

９ 委託者の施設内での作業 

(1) 受託者は、委託業務の実施に当たり、委託者の施設内で作業を行う必要がある場合には、委託

者に作業場所、什器、備品及び通信施設等の使用を要請することができる。 

(2) 委託者は、(1)の要請に対して、使用条件を付した上で、無償により貸与又は提供することが

できる。 

(3) 受託者は、委託者の施設内で作業を行う場合は、次の事項を遵守するものとする。 

ア 就業規則は、受託者の定めるものを適用すること。 

イ 受託者の発行する身分証明書を携帯し、委託者の指示があった場合はこれを提示すること。 

ウ 受託者の社名入りネームプレートを着用すること。 

エ その他、(2)の使用に関し委託者が指示すること。 

 

10 再委託の取扱い 

(1) 受託者は、この契約の履行に当たり、再委託を行う場合には、あらかじめ再委託を行う旨を書

面により委託者に申し出て、委託者の承諾を得なければならない。 

(2) (1)の書面には、以下の事項を記載するものとする。 

ア 再委託の理由 

イ 再委託先の選定理由 

ウ 再委託先に対する業務の管理方法 

エ 再委託先の名称、代表者及び所在地 

オ 再委託する業務の内容 

カ 再委託する業務に含まれる情報の種類（個人情報及び機密情報については特に明記するこ

と。） 

キ 再委託先のセキュリティ管理体制（個人情報、機密情報、記録媒体の保管及び管理体制につ

いては特に明記すること。） 

ク 再委託先がこの特記仕様書の１及び３から９までに定める事項を遵守する旨の誓約 

ケ その他、委託者が指定する事項 

(3) この特記仕様書の１及び３から９までに定める事項については、受託者と同様に、再委託先に

おいても遵守するものとし、受託者は、再委託先がこれを遵守することに関して一切の責任を負

う。 

 

11 実地調査及び指示等 

(1) 委託者は、必要があると認める場合には、受託者の作業場所の実地調査を含む受託者の作業状

況の調査及び受託者に対する委託業務の実施に係る指示を行うことができる。 

(2) 受託者は、(1)の規定に基づき、委託者から作業状況の調査の実施要求又は委託業務の実施に

係る指示があった場合には、それらの要求又は指示に従わなければならない。 

(3) 委託者は、(1)に定める事項を再委託先に対しても実施できるものとする。 

 

12 情報の保管及び管理等に対する義務違反 

(1) 受託者又は再委託先において、この特記仕様書の３から９までに定める情報の保管及び管理等



に関する義務違反又は義務を怠った場合には、委託者は、この契約を解除することができる。 

(2) (1)に規定する受託者又は再委託先の義務違反又は義務を怠ったことによって委託者が損害を

被った場合には、委託者は受託者に損害賠償を請求することができる。委託者が請求する損害賠

償額は、委託者が実際に被った損害額とする。 

 

13 かし担保責任 

(1) 契約目的物にかしがあるときは、委託者は、受託者に対して相当の期間を定めてそのかしの修

補を請求し、又は修補に代えて、若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができる。 

(2) (1)の規定によるかしの修補又は損害賠償の請求は、契約履行完了後、契約目的物の引渡しを

受けた日から１年以内に、これを行わなければならない。 

 

14 著作権等の取扱い 

この契約により作成される納入物の著作権等の取扱いは、以下に定めるところによる。 

(1) 受託者は、納入物のうち本委託業務の実施に伴い新たに作成したものについて、著作権法（昭

和45年法律第48号）第2章第3節第2款に規定する権利（以下「著作者人格権」という。）を有す

る場合においてもこれを行使しないものとする。ただし、あらかじめ委託者の承諾を得た場合は

この限りでない。 

(2) (1)の規定は、受託者の従業員、この特記仕様書の10の規定により再委託された場合の再委託

先又はそれらの従業員に著作者人格権が帰属する場合にも適用する。 

(3) (1)及び(2)の規定については、委託者が必要と判断する限りにおいて、この契約終了後も継続

する。 

(4) 受託者は、納入物に係る著作権法第2章第3節第3款に規定する権利（以下「著作権」という。）

を、委託者に無償で譲渡するものとする。ただし、納入物に使用又は包括されている著作物で受

託者がこの契約締結以前から有していたか、又は受託者が本委託業務以外の目的で作成した汎用

性のある著作物に関する著作権は、受託者に留保され、その使用権、改変権を委託者に許諾する

ものとし、委託者は、これを本委託業務の納入物の運用その他の利用のために必要な範囲で使用、

改変できるものとする。また、納入物に使用又は包括されている著作物で第三者が著作権を有す

る著作物の著作権は、当該第三者に留保され、かかる著作物に使用許諾条件が定められている場

合は、委託者はその条件の適用につき協議に応ずるものとする。 

(5) (4)は、著作権法第27条及び第28条に規定する権利の譲渡も含む。 

(6) 本委託業務の実施に伴い、特許権等の産業財産権を伴う発明等が行われた場合、取扱いは別途

協議の上定める。 

(7) 納入物に関し、第三者から著作権、特許権、その他知的財産権の侵害の申立てを受けた場合、

委託者の帰責事由による場合を除き、受託者の責任と費用を持って処理するものとする。 

 

15 運搬責任 

この契約に係る委託者からの貸与品等及び契約目的物の運搬は、別に定めるものを除くほか受託

者の責任で行うものとし、その経費は受託者の負担とする。 

 

 

16 書面による提出（報告）と受領確認 

  当該契約において、受託者から書面により提出を求める事項は、本仕様書の記載に関わらず、別 

 添「電子情報処理委託に係る（標準）特記仕様書 チェックシート」により定めるものとする。 

  委託者は、受託者から提出された書面について、当該チェックシートを用いて受領確認を行う。 

 



当該契約において、受託者は「提出の要否」欄の□にチェックが入った事項は、書面により委託者へ提出（報告）すること。

委託者は、受託者から提出された書面に必要事項が記載されていることを確認し、受領確認欄の□にチェックを入れること。

特記仕様書の内容
（根拠：標準特記仕様書該当箇所）

提出時期
提出の
要否

受領
確認

① 業務責任者（職・氏名） ■ □

② 作業体制表 ■ □

③ 連絡体制表 ■ □

④ 作業場所 ■ □

特記仕様書を遵守し業務を推進する旨の誓約を書面
にし、委託者に提出すること。（根拠：２（１））

契約締結後直ちに提出すること。 ■ □

契約の履行に関する遵守事項について、業務従事
者全員へ周知徹底し、実施状況を委託者に報告する
こと。（根拠：３（２））

（提出事例）
業務従事者名簿兼周知状況報告書など

実施後速やかに報告すること。 ■ □

① 作業場所等の入退室管理記録 ■ □

② 貸与品等の使用及び保管管理記録 ■ □

③
物件、仕掛品、成果物の作成、使用及び
保管管理記録 ■ □

記録媒体について、契約履行完了後に記録媒体上
に含まれる当該委託業務に係る全ての情報を復元
できないよう消去すること。（根拠：８（１）イ（ウ））
消去結果について、記録媒体ごとに、消去した情報
項目、数量、消去方法、消去日等を明示した書面で
委託者に報告すること。

契約履行完了後速やかに提出するこ
と。（契約解除時も同様。） □ □

①
履行完了に伴う特記仕様書遵守状況報告
書 ■ □

②
履行完了に伴う特記仕様書遵守状況報告
書（再委託先の遵守状況報告書） ■ □

事故が生じたときには、その事故の発生場所及び発
生状況等を詳細に記載した書面をもって、遅滞なく委
託者に報告し、委託者の指示に従うこと。（根拠：８
（１）エ）

事故が発生した場合、遅滞なく報告す
ること。 ■ □

電子情報処理委託に係る（標準）特記仕様書　チェックシート

1　業務の推進体制表

2　誓約書

契約締結後直ちに提出すること。
なお、変更が生じた場合は速やかに変
更内容を提出すること。

当該業務に関する責任者、作業体制、連絡体制、作
業場所を書面にし、委託者に提出すること。（根拠：２
（１）、（２））

（提出事例）
①から④までを記載した連絡体制表など

件名　「東京都立大学（南大沢キャンパス及び日野キャンパス）におけるローカル５G環境整備（工事）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事項

東京都公立大学法人

3　遵守事項の周知状況報告書

提出を求められた場合は直ちに提出す
ること。

5　消去結果報告書

7　事故報告書

4　安全管理体制に係る資料 受託者は、以下の事項について安全管理上必要な
措置を講じること。（根拠：８（１）（イ））
a委託業務を処理する施設等の入退室管理、b委託
者からの貸与品等の使用及び保管管理、c仕様書等
で指定する物件、仕掛品、成果物の作成、使用及び
保管管理、dその他仕様書等で指定したもの

（提出事例）
①出退勤管理簿、施設等使用簿など
②貸与品等使用簿、貸与品貸出簿など
③物件等の受払簿など

6　履行完了に伴う特記仕様書遵守状況報告書

この特記仕様書の事項を遵守した旨を書面で報告す
ること。また、再委託を行った場合は再委託先におけ
る状況も同様に報告すること。（根拠：８（１）イ（エ））

契約履行完了後速やかに提出するこ
と。（契約解除時も同様。）



① 管理責任者（職・氏名） □ □

② 個人情報等の使用及び保管管理記録 □ □

個人情報及び機密情報に係る部分については、あら
かじめ消去すべき情報項目、数量、消去方法、消去
予定日等を書面により委託者に申し出て、委託者の
承諾を得るとともに、委託者の立会いのもとで消去を
行うこと。（根拠：８（２）オ）

消去前にあらかじめ申し出て、委託者
の承諾を得ること。 □ □

個人情報及び機密情報の漏えい、滅失、毀損等に該
当する場合、個人情報等の項目、内容、数量、事故
の発生場所及び発生状況等を詳細に記載した書面
をもって、遅滞なく委託者に報告し、委託者の指示に
従うこと。（根拠：８（２）カ）

事故が発生した場合、遅滞なく報告す
ること。 □ □

① 個人情報等研修計画 □ □

② 個人情報等研修実施状況報告書 □ □

① 再委託届出書 ■ □

② 誓約書（再委託先） ■ □

③ その他委託者が指定する事項 ■ □

電子情報処理委託に係る（標準）特記仕様書に記載
のない追記事項

① □ □

② □ □

③ □ □

④ □ □

⑤ □ □

個人情報及び機密情報の管理状況の記録
ア個人情報及び機密情報に係る記録媒体を施錠で
きる保管庫又は施錠及び入退室管理の可能な保管
室に格納する等適正に管理すること。イアの管理に
当たっては、管理責任者を定め、台帳等を設け管理
状況を記録すること。委託者から要求があった場合
又は契約履行完了時には、イの管理記録を委託者
に提出し報告すること。（根拠：８（２）ウ）
（提出事例）
②個人情報等使用簿、保管状況管理簿など

委託者から要求があった場合又は契約
履行完了後速やかに提出すること。

再委託を行う場合、あらかじめ再委託を行う旨を書面
にて申し出て、委託者の承諾を得なければならない。
（以下、記載事項）
ア再委託の理由、イ再委託先の選定理由、ウ再委託
先に対する業務の管理方法、エ再委託先の名称、代
表者及び所在地、オ再委託する業務の内容、カ再委
託する業務に含まれる情報の種類（個人情報及び機
密情報については特に明記すること。）、キ再委託先
のセキュリティ管理体制（個人情報、機密情報、記録
媒体の保管及び管理体制については特に明記する
こと。）、ク再委託先がこの特記仕様書に定める事項
を遵守する旨の誓約、ケその他、委託者が指定する
事項（根拠：１０（１）、（２）

再委託前にあらかじめ申し出て、委託
者の承諾を得なければならない。

業務従事者に対し、個人情報及び機密情報の取扱
いについて必要な教育及び研修を実施すること。な
お、教育及び研修の計画及び実施状況を書面にて
委託者に提出すること。（根拠：８（２）ケ）

（提出事例）
①研修計画書
②研修実施状況報告書

研修計画は契約締結後、研修実施状
況報告書は実施後、速やかに提出する
こと。
なお、業務の推進体制に変更があった
場合、速やかに変更内容を提出するこ
と。

13　その他

8　個人情報等管理記録

9　個人情報等消去申告書及び消去結果報告書

10　個人情報等事故報告書

11　教育及び研修計画及び実施状況報告書

12　再委託届出書



東京都公立大学法人 個人情報取扱標準特記仕様書 

 
（基本的事項） 

第 1 受託者は、この契約に係る個人情報の取扱いにあたっては、個人情報の保護に関する法律（平成

15 年法律第 57 号）及び東京都個人情報の保護に関する条例（平成 2 年東京都条例第 113 号。以下「条

例」という。）を遵守して取り扱う責務を負い、その秘密保持に厳重な注意を払い、適正に管理しなけ

ればならない。 

 

（秘密の保持） 

第 2 受託者（受託業務に従事している者又は従事していた者を含む。）は、この業務により知り得る事

となった個人情報を他に漏らし、又は不正な目的に使用してはならない。契約終了後も同様とする。 

 

（目的外収集・利用の禁止） 

第 3 受託者は、この業務を処理するために個人情報を収集し、又は利用するときは、受託業務の範囲

内で行わなければならず、必要な範囲を超えて収集し、又は他の用途に使用してはならない。 

 

（第三者への提供の禁止） 

第 4 受託者は、この業務を処理するために、法人から提供を受け、又は受託者が自ら収集し、若しく

は作成した個人情報が記載された資料等を、法人の承諾なしに第三者へ提供してはならない。 

 

（複写及び複製の禁止） 

第 5 受託者は、この業務を処理するために法人から提供を受けた個人情報が記載された資料等を、法

人の承諾なしに複写又は複製してはならない。 

 

（適正管理） 

第 6 受託者は、この業務を処理するために法人から提供を受けた個人情報は、施錠できる保管庫に格

納するなど漏えい、滅失及びき損の防止のために必要な措置を講じなければならない。受託者が自ら当

該業務を処理するために収集した個人情報についても同様とする。 

2 受託者は、前項の個人情報の管理にあたり、管理責任者を定め、台帳を備えるなど管理の記録を残

さなければならない。 

3 法人は、前 2 項に定める管理の状況について疑義等が生じたとき、受託者の事務所等に立ち入り、

調査することができる。 

 

（資料等の返還） 

第 7 この業務を処理するために、法人から提供を受け、又は受託者が自ら収集し、若しくは作成した

個人情報が記録された資料等は、この契約終了後直ちに法人に返還し、又は引き渡さなければならない。

ただし、法人が別に指示したときはその指示に従わなければならない。 

 

（記録媒体上の情報の消去）  

第 8 受託者は、受託者の保有する記録媒体（磁気ディスク、紙等の媒体）上に保有する、委託処理に

係る一切の情報について、委託業務終了後、すべて消去しなければならない。  

 

（再委託の禁止） 

第 9 受託者は、法人があらかじめ承諾した場合を除き、個人情報を取り扱う業務に係る部分について

再委託することはできない。 

2 前項の規定により法人が承諾した再委託先がある場合には、個人情報の取扱いについて、再委託先



は、本仕様書の記載事項を遵守し、受託者は、再委託先の個人情報の取扱いについて全責任を負うもの

とする。 

（事故等の措置） 

第 10 受託者は、個人情報の取扱いに関して漏えい、滅失、き損等の事故が発生した場合は、直ちに法

人に報告し、法人の指示に従わなければならない。 

（契約の解除） 

第 11 法人は、受託者が個人情報の保護に係る義務を履行しない、又は義務に違反した場合、契約を解

除することができる。 

（損害賠償） 

第 12 受託者が個人情報の保護に係る義務を履行しない、又は義務に違反したことにより法人が損害を

被った場合、法人は、契約を解除するか否かにかかわらず、その損害額の賠償を受託者に対して請求す

ることができる。 

（その他） 

第 13 個人情報の保護に関する事項について本特記仕様書に定めのない事項は法人の指示に従わなけ

ればならない。 
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	(8). 契約金額には、本業務の履行に必要となる一切の経費を含むものとする。
	(9). 本学は、受託者に対しての業務の実施状況等について報告を受け、または説明を求める等の措置ができるものとする。

	9. 業務内容
	(1). スケジュールと作業概要
	ア. 想定スケジュール
	イ. 設計・構築・試験
	ウ. 回線敷設・配管・配線工事、機器設置
	エ. 免許申請手続きに係る支援
	オ. 運用保守
	カ. 議事録等の作成

	(2). 関連する調達案件
	ア. 電波暗室の設置
	イ. 来年度以降の運用保守
	ウ. キャンパス内工事等

	(3). プロジェクト体制等
	ア. 本契約の履行に当たっては、全体の指揮・管理・統括を行うプロジェクト責任者を配置し、進捗管理、問題解決等の窓口を一本化すること。
	イ. プロジェクト実施体制図及び連絡体制図を作成し、契約締結後速やかに本学へ提出すること。
	ウ. 設置工事等に従事する作業員は十分な経験と技能を有するものとし、必要な人員を配置し、管理及び責任体制を明確にすること。


	10. 工程管理
	11. ローカル5Gネットワークに係る要件
	(1). 周波数帯域等
	(2). 利用用途
	(3). 拡張性・柔軟性
	(4). 整備対象エリア候補
	ア. 南大沢キャンパス
	イ. 日野キャンパス

	(5). ５Gデバイスに係る要件

	12. 設計・構築・試験に係る要件
	(1). 設計・構築
	(2). 試験
	(3). 回線敷設・配管・配線工事、機器設置の留意事項
	ア. 共通（建築・電気設備・機械設備）
	イ. 建築
	ウ. 電気設備
	エ. 機械設備
	オ. 作業に係る留意事項 ・工事では、着手時に「工事着手届」を提出し、完了時に「工事完了届」を提出すること。 ・定期的に打合せを行い、打合せ記録簿（議事録）の作成を行うこと。 ・保守管理資料の作成を行い、取扱説明を行うこと。 ・施工図、竣工図の作成を行うこと。 ・工事上影響する可能性がある什器や設備については、塵埃等が直接降り注ぐ事の無いよう什器の移動・養生を行い、工事完了後に必要に応じて現状に復旧すること。 ・官公庁との協議、届出、作業依頼、作業立会（書類の作成を含む）及び手数料は本工事の受注範...
	カ. 設置に係る条件 　本学が有するサーバ室等に機器等を設置する際、電源・空調・設置スペース及び重量等の物理的な制約がある。これら、それぞれの場所に対して試算されている条件を必要に応じて設置する機器を含めて試算し、条件に当てはまることを確認の上、設置を行うこと。条件に当てはまらない場合(電源不足等)は、本学担当者等と協議の上必要な対応を行うこと。 　また、設置する機器は両キャンパスでそれぞれ本学が有するサーバ室に2ラック程度に収まる範囲とするが、ラック図の設計結果を本学担当者等の承認のもと設置を行...

	(4). 免許申請手続きに係る支援

	13. 運用・保守
	(1). 保守運用体制
	(2). 保守運用項目
	(3). 保守及び障害対応における留意事項
	ア. 保守対象機器は、本契約において構築するローカル5Gネットワークのコア設備及び無線機器、5Gデバイス、並びに消耗品、付属品、ケーブル等も含む全てとする。なお、本学の負担において機器が移設された場合も、保守対象機器に含むこととする。
	イ. 連絡対応・問合せ窓口の設置、運用支援及び保守対応により生じる機器及び部品の交換、修理、再設定、代替機搬送等、保守に係る費用は受託者の負担とする。
	ウ. 保守及び障害対応により生じる機器の交換、修理、再設定、代替機搬送等、保守及び障害対応に係る費用は受託者の負担とする。
	エ. ローカル5G環境は、リモートメンテナンスによるコア設備及び無線機器の状態確認等の軽微な変更対応が可能であること。また、オンサイト対応によるコア設備及び無線機器等の状態確認が可能であること。
	オ. 本契約期間中は、付属品、ソフトウェア等を含む保守部品の供給及び調達を保証し、ローカル5G環境が安全かつ安定して稼働する状態を保つこと。
	カ. 本契約の機器の構築作業開始から運用保守の開始日前日までに機器に故障を生じた場合も、保守を実施すること。
	キ. 保守及び障害対応は、原則、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する日並びに12月29日から翌年1月3日までを除く、9時から18時までのオフサイト対応とすること。ただし、上記時間以外でも本学担当者が必要と判断した場合は、本学担当者等と協議のうえ、適切に対応すること。
	ク. ローカル5G環境の稼働後、必要に応じて本学に常駐し、保守及び本学からの問合せ対応を行うこと。なお、常駐場所において使用する機器については受託者が用意すること。オンサイトでサポートする期間、体制等は本学担当者等と協議を行うこと。
	ケ. 本契約において構築するローカル5G環境のコア設備及び無線機器、5Gデバイス等に異常や磨耗を検知した場合は、原因となる箇所の交換を含む必要な措置を講じ、正常な動作を保てることを確認すること。
	コ. 本契約において構築するローカル5G環境のコア設備及び無線機器、5Gデバイス等に対し、情報セキュリティにおける脆弱性が発覚した場合は、パッチ情報を含む対策手順等を本学担当者等へ情報提供すること。また、本学担当者等とパッチ等の適用可否を協議の上、必要かつ適用可能と判断された場合は対応すること。なお、適用することにより、ネットワーク環境又は操作方法等に変更が生じる場合は、完成図書の該当部分を変更した上で納品すること。
	サ. 保守対応完了後は、作業日時、作業者、対応機器名、対応内容、その他必要な項目を本学へ報告することとし、報告媒体については本学担当者等と協議すること。
	シ. 本契約において構築するローカル5G環境のコア設備及び無線機器、5Gデバイス等に障害が発生し、当日18時までに受け付けた場合においては障害対応依頼の翌営業日までに対応することとし、当日18時以降においては、翌営業日受付けとする。
	ス. 本契約において構築するローカル5G環境のコア設備及び無線機器、5Gデバイス等に障害が発生した場合は、障害分析の着手から2時間以内に障害箇所の特定、原因の除去、障害予防措置等を講じ、障害を復旧させること。なお、部品交換も含めた復旧作業を行うこととし、ファームウェアを有する機器はファームウェアも対象とすること。
	セ. 本契約において構築するローカル5G環境のコア設備及び無線機器、5Gデバイス等の障害復旧に障害分析の着手から2時間を超えると見込まれる場合は、代替機を設置して稼動確認を行い、障害発生翌営業日8時までに復旧させること。
	ソ. 本契約において構築するローカル5G環境のコア設備及び無線機器、5Gデバイス等に障害が発生した場合は、必要に応じてログ等の解析を行うこと。
	タ. 本契約において構築するローカル5G環境のコア設備及び無線機器、5Gデバイス等の障害原因調査は、コア設備、学内集約装置、各建物の無線機器、5Gデバイスまで、一貫した調査を行って対応すること。
	チ. 障害対応後は、障害発生日時、事象、障害対応機器名、障害原因、復旧日時、作業者、対応内容、その他必要な項目を本学へ報告することとし、報告媒体については本学担当者等と協議すること。なお、恒久対応までに時間を要する場合は、対応方針等について本学担当者等と十分協議すること。
	ツ. 本学の責に帰さざる障害についての対応は、受託者の負担とする。

	(4). 運用報告 本学担当者等に対し、月次で運用状況及び設定状況並びにセキュリティや不具合に関する情報を提供すること。当該月間に障害等が発生した場合は再発防止策等を含めた障害報告を含めること。
	(5). 改版等
	ア. 本契約において構築するローカル5G環境のコア設備に係るソフトウェアの改版又は修正プログラム等が公開された場合は受託者において調査の上、本学担当者等と適用可否を協議し、本学の承認を得た上でインストール作業を行なうこと。なお、適用することにより、ネットワーク環境又は操作方法等に変更が生じる場合は、完成図書の該当部分を変更して納品すること。
	イ. 改版に応じて利用環境又は操作方法が変更され、運用マニュアル等に変更が必要となった場合は、速やかに運用マニュアル等の資料を改訂すること。

	(6). 定期メンテナンス
	ア. 本契約において構築するローカル5G環境のコア設備及び無線機器に対し、毎年1回は総点検を行うこと。
	イ. 総点検作業としては、本契約において構築するローカル5G環境の各機器の各機能における正常稼働を保つための動作点検及び機器調整並びに清掃を行うこと。
	ウ. 総点検は原則、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する日並びに12月29日から翌年1月3日までを除く、9時から18時までのオンサイト対応とすること。電気設備法定点検に伴う絶縁抵抗測定対策と併せて行うことも可とするが、日程については本学担当者等と十分協議すること。
	エ. 総点検中又は総点検の結果、本契約において構築するローカル5G環境のコア設備及び無線機器、機器の部品並びにソフトウェアに異常や磨耗を検知、又は故障等の兆候が見られる場合は受託者の負担により、原因となる箇所の部品交換を含む予防措置を講じ、正常な動作を保てることを確認すること。
	オ. 総点検後は、点検日時、点検作業者名、点検対象機器名、点検内容、その他必要な項目を本学へ報告することとし、報告媒体については本学担当者等と協議すること。


	14. 成果物の納品
	(1). 受託者は、提出タイミングに応じて、次に定める成果物を提出すること。ドキュメントは工程の各段階でレビューを受け、納品時に検収を行うこと。
	(2). 受託者は、成果物の作成に当たっては、体裁、配置、表示方法及び内容などについて、本学と十分に調整すること。
	(3). 想定成果物

	15. 電気設備法定点検に伴う絶縁抵抗測定対策
	(1). 故障防止措置の作業は、本学の電気設備法定点検スケジュールに則ることとし、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する日に実施される場合であっても、オンサイト対応とすること。なお、対応時間は本学担当者等と協議の上、適切に対応すること。
	(2). 本契約において納入するネットワーク機器に対する故障防止措置として、絶縁抵抗測定実施前に各機器直近のブレーカー遮断を行うこと。また、絶縁抵抗測定実施後は、各機器直近のブレーカー接続を行い、ネットワーク機器を復旧させること。
	(3). ネットワーク機器の復旧作業完了後は本学へ作業報告することとし、報告項目及び報告媒体については本学担当者等と協議すること。

	16. 受変電設備改修工事等に伴う停電対応
	(1). 本契約において納入するネットワーク機器に対して故障防止措置等が必要な場合は、本学から提示する工事スケジュールに則り、本学担当者等と協議のうえ、適切に対応すること。
	(2). 故障防止措置等の作業内容については、本学担当者等と協議すること。
	(3). 故障防止措置等を講じた場合は、作業完了後に本学へ作業報告することとし、報告項目及び報告媒体については本学担当者等と協議すること。

	17. 再委託の取扱い
	(1). 受託者は、本業務の全部または主要な部分を一括して第三者に委託してはならない。ただし、あらかじめ、本学の承諾を得たときはこの限りではない。
	(2). 本仕様書に定める事項については、受託者と同様に、再委託先においても遵守するものとし、受託者は再委託先がこれを遵守することに関して、一切の責任を負う。

	18. 個人情報の保護
	(1). 受託者は、本業務の履行にあたり、本学の保有する個人情報の取扱いについては、別紙「東京都公立大学法人　個人情報取扱標準特記仕様書」を遵守すること。
	(2). 受託者は、本業務の履行に関連する受託者独自の個人情報の取扱いについては、「東京都公立大学法人　個人情報取扱標準特記仕様書」の規定に準じて、個人情報の漏えい、滅失及びき損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。

	19. 成果物の帰属関係
	(1). 本業務の履行により受託者が作成し、本学に納入した作成物の所有権・著作権(著作権法第27条及び第28条の権利を含む)は、本学に帰属するものとする。受託者は、著作者人格権の行使をしないこと。
	(2). 作成等に当たり、第三者の著作権等の権利に抵触した場合は、受託者の責任と費用をもって適正に処理すること。
	(3). 作成物とは、受託者が本学との協議の上に作成する一切の著作物等をいう。

	20. 環境により良い自動車利用
	(1). 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例(平成12 年東京都条例第215 号)第37 条のディーゼル車規制に適合する自動車であること。
	(2). 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（平成４年法律第70 号）の対策地域内で登録可能な自動車であること。なお、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証明書等の提示又は写の提出を求められた場合には、速やかに提示し、又は提出すること。

	21. その他
	(1). 本事業を円滑に推進するため、事業の実施方針や進め方等について、本学と十分に調整を図るとともに、本学から申し出があった場合には、速やかに本業務の進捗状況を報告すること。
	(2). 本仕様書の記載内容で、疑義が生じた事項については、その都度、本学及び受託者の双方協議により定めるものとする。
	(3). 本契約の履行にあたって必要な一切の経費については、本契約金額に含む。

	22. 担当部署




